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統一的 基準   地方公会計制度    

統一的な基準による地方公会計

 公会計    国 市役所   行     会計    言    一方 民間企業 行    会計 企業会計      

国 市役所   会計  現金収支 着目  単式簿記 採用           単式簿記 発生主義会計 複式簿記 採用  企業会計 比
  過去  積 上  資産 負債   状況 把握         減価償却 引当金    会計手続  概念       弱点       
  弱点 補完     寝屋川市     発生主義会計 概念 取 入  財務書類 総務省 示  総務省方式改訂   」で作成・公表して
いました。

    総務省 示     複数   他団体  比較     等 問題 生       総務省 平成27年１月 固定資産台帳 整備 複式
簿記の導入を前提とした「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、すべての地方公共団体に対して、平成30年３月    統一的な基準に
基づく地方公会計」を導入するよう要請しました。そこで市では、平成28年度決算    統一的 基準 基  地方公会計  導入  財務書類 作成 
公表することとしました。

全国 統一  基準   財務書類 作成      現金主義会計   従来 公会計 抱  弱点 補完       他団体  比較可能性 
確保    精緻 資産 負債情報 整備            財政情報 市民      提供     可能      分析結果等 財政運営 
活用することも可能となりました。

これまでの公会計（平成27年度決算  ）

現在の公会計（統一的な基準）（平成28年度決算  ）

歳入 歳出

黒字

従来の公会計

現金  
見   

資産・負債

総務省方式改訂モデル
による地方公会計

資産
負債

純資産

貸借対照表

その他の

財務書類

従来の会計
を補完

資産情報の
正確性

他団体との
比較

・固定資産台帳の整備

・全国で統一した基準

資産情報の正確性
他団体との比較

現金収支

統一的な基準による

地方公会計
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「純資産」が変動し
た「原因（内容）」
がわかります。

市の事業に
「いくらコストをかけ」
「収入がいくらか」
がわかります。

年度末時点  
「資産」
「負債」
「純資産」
がわかります。

 金 
「どうやって集めて」
「何に使ったか」
がわかります。

統一的 基準   地方公会計制度    財務書類

●資金収支計算書

業務活動収支
投資活動収支
財務活動収支

本年度資金収支
前年度末資金残高
本年度末資金残高

●貸借対照表

資 産

(   現金預金)

歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

負 債

純資産

●行政   計算書

経常行政   

使用料 手数料  

純経常行政   

臨時損益

純行政   

●純資産変動計算書

前年度末純資産残高

純行政   

税金 補助金

資産評価差額など

本年度末純資産残高

図２．４ 表 の 関 係

Ａ．財務書類は、資産や負債などの状況、コス
トやその財源の状況といった財務状況を一覧でわ
      市民      開示  観点   
企業会計の考え方や手法（発生主義、複式簿
記）を用いて作成する書類です。

財務書類  貸借対照表 行政   計算書 
純資産変動計算書 資金収支計算書 ４  
表で構成されています。

資金収支計算書 貸借対照表 行政コスト計算書
純資産変動

計算書

１年間 現金 
動きを表すので、
市の決算書に近
い財務書類といえ
ます。

市が持っている全
ての資産や負債、
純資産の現在高
を表したものです。

図１．財務書類４表の概要

４つの表はそれぞれが関係してい
て、相関関係は下の図２のとおり
です。

Ｑ．財務書類  何 

・発生主義
実際 現金 収入 支出 関係   事象 発
生または変化に基づき、その時点で収入またはコス
    認識  計上     
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○固定負債
・地方債
・その他
○流動負債
 １年以内 返済  
地方債
・その他

Ａ．左側が資産 表  右側 資産 得    資金 調達方法
（負債と純資産）を表します。また、負債はこれから先、支払う義務の
  金額  純資産      世代 支払    金額 表    
す。
この負債が資産を上回り、「資産」－「負債」である純資産がマイナスに
         債務超過     不健全 財政状況      意
味しますが、本市では資産が負債を大きく上回っていることから、貸借対
照表上では健全な財政状況であると言えます。

寝屋川市の貸借対照表

Ａ．市が、現在どれだけの資産
を所有し、また、その資産がどの
ような財源で賄われているか、
将来の世代の負担がどれだけあ
るかなどがわかります。

Ａ．事業用資産とは、「市役所庁
舎   学校     市 事業 行 
ための資産のことです。
    資産   道路   公園  
  市民 社会生活 基盤   資
産のことです。

Ｑ．貸借対照表でＱ．         Ｑ．事業用資産、インフラ資産って

○固定資産
・事業用資産
・インフラ資産
・その他

○流動資産
 現金預金
 未収金
・その他

○純資産

資産の部 負債の部

純資産の部

将来世代の
負担

１年以内
に動きの
ある資産

土地、
建物、
物品など寝屋川市役所

寝屋川駅前線

これまでの
世代の負担
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寝屋川市 貸借対照表（令和５年3月31日時点）

令和４年度 寝屋川市 貸借対照表 見       
市が持っている資産は全部で2,404億3千万円。
資産調達の財源として、将来返済する地方債などの負債が658億円、こ
れまでの世代が負担した純資産が1,746億3千万円となっています。

＜主 増加理由＞
固定資産 小中一貫校 施設整備   行       
流動資産 財政調整基金 残高 増加       
＜主 減少理由＞
負 債 臨時財政対策債 発行抑制      市債 減少    

です。 ※令和５年３月31日時点の寝屋川市の人口 226,693人

市民一人当   
資産額

約106万1千円

市民一人当 
りの負債額
約29万円

※表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の数値と合計額等が合わない場合があります。

R４ R３ R４－R３ R４ R３ R４－R３
資産の部 負債の部
○ 固定資産 2,243億2千万円 2,164億6千万円 78億6千万円 ○ 固定負債 595億円 605億9千万円 △10億9千万円
・事業用資産 972億6千万円 942億5千万円 30億1千万円 ・地方債 535億3千万円 540億円 △4億7千万円
・インフラ資産 998億9千万円 997億円 1億9千万円 ・その他 59億7千万円 65億8千万円 △6億1千万円
・その他 271億6千万円 225億1千万円 46億5千万円 ○ 流動負債 63億円 66億3千万円 △3億3千万円

○ 流動資産 161億1千万円 160億8千万円 4千万円  １年以内 返済 53億3千万円 55億8千万円 △2億5千万円
 現金預金 15億5千万円 16億2千万円 △7千万円 する地方債
 未収金 4億2千万円 3億6千万円 6千万円 ・その他 9億7千万円 10億5千万円 △8千万円
・その他 141億5千万円 141億円 5千万円 負債合計 658億円 672億2千万円 △14億2千万円

純資産の部
純資産 1,746億3千万円 1,653億1千万円 93億2千万円

純資産合計 1,746億3千万円 1,653億1千万円 93億2千万円
資産合計 2,404億3千万円 2,325億3千万円 79億円 負債及び純資産合計 2,404億3千万円 2,325億3千万円 79億円

科目 科目
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寝屋川市 行政   計算書

Ａ．行政   計算書 福祉 教育   行政     行   
 必要    （費用） 計算  一覧表  道路 公共施設 
  整備       除  行政     使  １年間 費用
を集計したものです。
この表により、何にいくらのコストがかかったかがわかります。

１．人にかかるコスト
（職員 給料 議員 報酬  ）

２．物にかかるコスト
（消耗品 委託料 建物 維持管理 減価償却費 
ど）

３．社会保障費などのコスト
（障害福祉     生活保護 医療費助成   社
会保障給付 各種団体 対  補助金  ）

４．その他のコスト
（支払利息  ）

経常行政       ①

使用料 手数料   利用者負担

経常収益・・・・②

純経常行政   （①－②）    Ａ

臨時損益    Ｂ

純行政   （Ａ＋Ｂ）

Ａ．建物    長 使    価値     減少       会
計的にも一定期間にわたってその価値を減少させていきますが、これを
減価償却と呼んでおり、それをコストとして計上したものが「減価償却
費」です。

Ｑ．行政   計算書     

Ｑ．減価償却費     
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R４ R３ R４－R３
1 人にかかるコスト 112億2千万円 114億7千万円 △2億5千万円
   職員の給与や議員の報酬など
2 物にかかるコスト 177億8千万円 178億1千万円 △3千万円
   消耗品 委託料 建物 維持管理  
3 社会保障費などのコスト 578億1千万円 587億9千万円 △9億8千万円
   障害福祉サービスや生活保護など
4 その他のコスト 16億6千万円 10億9千万円 5億7千万円
   地方債 利子  

経常行政   884億6千万円 891億6千万円 △7億円
   使用料 手数料   利用者負担 42億7千万円 47億6千万円 △4億9千万円

経常収益 42億7千万円 47億6千万円 △4億9千万円
純経常行政   841億9千万円 844億円 △2億1千万円
臨時損益 △2千万円 1千万円 △3千万円
純行政   841億7千万円 844億1千万円 △2億4千万円

科目

寝屋川市 行政   計算書（令和４年４月1日 令和５年３月31日）

令和４年度 寝屋川市 行政   計算書 見       
１年間 行政     提供             884億6千万円
  使用料 手数料   利用者 負担 差 引  純経常行政   
は841億9千万円となっています。
   資産 売却   臨時的     収入 加味  純行政    
841億7千万円となっています。
前年度 比較    人        物        社会保障費 
      減少     純行政    減少     

Ａ．上 表 見   「社会保障費などのコスト」が最も多くかかって
いることがわかります。このなかでも、障害福祉サービスや生活保護な
どの扶助費に多くのコストがかかっています。
次に、施設の維持補修費などの「物にかかるコスト」が多くなってい
      中  現金支出 伴          「減価償却費」
が計上されています。

Ｑ．                   
市民一人    純行政   約37万1千円

※表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の数値と合計額等が合わない場合があります。
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寝屋川市の純資産変動計算書

Ａ．「純資産」とは、 道路 公共施設   資産 取得        
での世代が負担したもので、将来返済する必要がないものです。

「純資産」 ＝「資産」－「負債」

  表    純資産 １年間      変動    示      

Ａ． 本年度差額                見   
 本年度差額             当年度 行政     提
供        （純行政   ） 当年度 財源（税収等 国
府補助金） 十分 賄           将来 負担 先送  
ない財政運営ができたということがわかります。

Ｑ．純資産変動計算書     Ｑ．  表              

前年度末純資産残高   Ａ
純行政   （△）   ①
税収等 国府補助金  …②財源

本年度差額（①＋②）   Ｂ
その他の変動・・・Ｃ

本年度末純資産残高（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

資 産
負 債

純資産
貸借対照表
 一致 

経常行政   

使用料 手数料  

純経常行政   

臨時損益

純行政   

行政   計算書 一致 
（ただし、ここではマイナス表示）
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R４ R３ R４－R３

前年度末純資産残高 1,653億1千万円 1,575億7千万円 77億4千万円

純行政   （△） 841億7千万円 844億1千万円 △2億4千万円

財源 934億7千万円 920億4千万円 14億3千万円

税収等 522億2千万円 514億3千万円 7億9千万円

国府補助金 412億5千万円 406億1千万円 6億4千万円

本年度差額 93億円 76億2千万円 16億8千万円

その他の変動 2千万円 1億2千万円 △１億円

本年度末純資産残高 1,746億3千万円 1,653億1千万円 93億2千万円

科目

寝屋川市 純資産変動計算書（令和４年４月1日 令和５年３月31日）

令和４年度 寝屋川市 純資産変動計算書 見       
令和４年度 純行政   841億7千万円 対  財源（税収等 国府補助金） 934億7千万円     本年度差額  
93億円            当年度 行政     提供        （純行政   ） 当年度 財源（税収等 国府補助
金） 十分 賄           将来 負担 先送    財政運営                
   本年度差額     93億円等    令和４年度 純資産 93億2千万円増加  令和４年度純資産残高 1,746億
3千万円となりました。（貸借対照表の純資産合計と一致）

※表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の数値と合計額等が合わない場合があります。
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寝屋川市 資金収支計算書

人件費
物件費
社会保障費など
その他
市税など
国 大阪府   補助金
その他

道路 公共施設   整備費
基金  積 立 
その他
国 大阪府   補助金
基金 取 崩 
その他

地方債の返済
その他

【業務活動の収支】・・・・①

【投資活動の収支】・・・・②

業
務
活
動

投
資
活
動

地方債 発行
その他

【財務活動の収支】・・・・③

財
務
活
動

本年度資金収支額（①＋②＋③）   Ａ

前年度末資金残高   Ｂ

本年度末資金残高（Ａ＋Ｂ） 本年度末
資金残高

本年度末
歳計外現金残高

本年度末
資金預金残高

食費 衣料 医療費   支出

給料 年金   収入

家の建築、リフォームなどの支出

家の建築、リフォームなどへの
公的補助 定期預金 取崩 

家 車    返済

銀行      借入

家計にたとえてみると

Ａ．資金収支計算書 １年間 現金 
出入りを下記のような性質別に区分し、どの
   活動 資金 必要     資金  
のように賄ったかを示しています。

「業務活動」   行政     行 中 毎
年度継続的 収入 支出      

「投資活動」・・・公共施設などの整備や投
資 貸付金   収入 支出 

「財務活動」・・・地方債などの外部からの借
入や、その返済などの収入・支出。

わかりやすく家計に置き換えると左のとおり
になります。

貸借対照表の
 現金預金  一致 

支
出

収
入

支
出

収
入

支
出

収
入

一時的 預  保証金   
公金       

Ｑ．資金収支計算書     

継続的な収入・支出

投資関係の収入・支出

借入金関係 収入 支出
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R４ R３ R４－R３

業務活動収支

行政        収支

投資活動収支

公共施設の整備などにかかる収支

財務活動収支

地方債の借入や返済にかかる収支

本年度資金収支額 △1千万円 △5億1千万円 5億円

前年度末資金残高 12億8千万円 18億円 △5億2千万円

本年度末資金残高 12億7千万円 12億8千万円 △1千万円

本年度末歳計外現金残高 2億8千万円 3億3千万円 △5千万円

本年度末現金預金残高 15億5千万円 16億2千万円 △7千万円

△7億3千万円 △24億4千万円 17億1千万円

科目

91億9千万円 97億1千万円 △5億2千万円

△84億7千万円 △77億8千万円 △6億9千万円

寝屋川市 資金収支計算書（令和４年４月1日 令和５年３月31日）

令和４年度 寝屋川市 資金収支計算書 見       
１年間 活動内容別 現金 増減 残高 示    
令和４年度 行政運営    資金収支  公共施設 整備等  支出 増加 伴  本年度資金収支額 1千万円 資金
減となっています。

※表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の数値と合計額等が合わない場合があります。
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財務書類  見    寝屋川市 状況（持続可能性）

財政 持続可能性（健全性）     

財務書類 個々 数値 見      何 意味                           財務書類          視点  指標 使  分析
  今 寝屋川市      状況      見      

１．基礎的財政収支（プライマリーバランス）

説明

計算式

地方債   元金 利子返済額 除  支出  地方債発行   借金   収入 除  収入      見     収支  
   場合  経費 借金 頼     税金   収入 賄        表    

資金収支計算書上 業務活動収支（支払利息 除 ）＋投資活動収支（基金積立金支出及 基金取崩収入 除 ）

寝屋川市

分析

子育       館 新  処理施設 建設
事業に伴い、公共施設の整備に係る支出が多
額であったことなどにより、一時的に赤字となって
いましたが、平成30年度以降 黒字     
ます。
また、府内都市平均及び類似団体平均よりも
上回っており、他団体よりも財政に健全性がある
と考えられます。

府内都市平均

類似団体平均

3,303百万円

4,759百万円

他団体比較（令和４年度数値）経年比較（３ 年）

令和２年度

令和４年度

5,637百万円

※各指標 計算式      総務省 研究会    地方公会計 活用 促進 関  研究会報告書  基      （一部 除 ） 

※他団体の指標については、各団体において作成・公表されているデータを元に算出しており、府内都市平均は31団体中27団体、類似団体平均は
62団体中58団体 平均値       （一部総務省集計分 除 ） 。

5,021百万円

5,021百万円

令和３年度 6,173百万円
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財務書類  見    寝屋川市 状況（持続可能性）

財政 持続可能性（健全性）     

２．債務償還比率（％）

説明

計算式

充当可能 基金   全 市 抱    地方債 引当金   実質債務 充  場合  経常的 確保   資金 返済  
比率 見     債務償還能力 測    債務償還比率 低    債務償還能力 高    表    

｛（将来負担額－充当可能財源）÷（経常一般財源等（歳入）等－経常経費充当財源等）｝×100％

寝屋川市 181.9％

分析

市債 発行抑制 職員数 適正化    
将来負担額が抑制されていることに加え、計画
的 基金 積立          比率 減少
しました。
また、府内都市平均及び類似団体平均を下
回     債務償還能力 他団体   高 
と考えられます。

府内都市平均

類似団体平均

384.4％

537.5％

他団体比較（令和４年度数値）経年比較（３ 年）

令和２年度

令和３年度

283.2％

令和４年度

185.0％

平成30年度以降 基礎的財政収支 黒字        債務償還比率（％）     健全 数値          今後 計画的 基金  積
立 行      地方債 発行 必要最小限 抑制        持続可能 財政運営 取 組       

まとめ（持続可能性）

181.9％
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財務書類  見    寝屋川市 状況（世代間公平性）

将来世代 現役世代  負担分担 適切   

１．純資産比率

説明

計算式

    蓄積    資産       世代   負担         将来世代  負担         見         
  比率 高         世代 負担    資産 取得            

純資産÷資産合計

寝屋川市 72.6％

分析

対馬江大利線 小中一貫校 整備事業 
基金 積立    資産 増加        
市債 発行抑制等 取組    将来世代 
負担を抑制したことに伴い純資産が増加した結
果 純資産比率 昨年度  増加      
また、類似団体平均からは上回っていますが、
府内都市平均よりも低くなっており、引き続き、
将来世代の負担軽減の取組を進めていく必要
があるものと考えられます。

府内都市平均

類似団体平均

74.4％

71.0％

他団体比較（令和４年度数値）経年比較（３ 年）

令和２年度

令和３年度

69.3％

令和４年度

71.1％

72.6％
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財務書類  見    寝屋川市 状況（世代間公平性）

将来世代 現役世代  負担分担 適切   

２．社会資本等形成 世代間負担比率

説明

計算式

     整備    公共資産         将来世代 負担  負債 残      見           比率 高  
ど、将来世代の負担が大きいことになります。

地方債残高（臨時財政対策債等 特例地方債 除 ）÷有形・無形固定資産合計

寝屋川市 12.6％

分析

将来世代 負担割合 昨年度 同程度 水
準となっています。
また、類似団体平均は下回っているものの、府
内都市平均  同程度 水準    引 続  
将来世代の負担軽減の取組を進めていく必要
があるものと考えられます。

府内都市平均

類似団体平均

11.9％

16.6％

他団体比較（令和４年度数値）経年比較（３ 年）

令和２年度 13.5％

令和３年度 12.5％

令和４年度 12.6％

資産全体の取得については、将来世代の負担と比べ、これまでの世代による負担が多く、他団体と比較すると将来世代の負担割合が低い状態となっている
    引 続  基金  計画的 積立 市債残高 抑制   将来負担軽減 資  取組 進    必要         道路 公園   公共資
産      将来世代 引 続 利用       今後 類似団体    比較 参考  公平性 観点 基   適切 負担割合     検討   
く必要があります。

まとめ（世代間公平性）
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財務書類  見    寝屋川市 状況（資産形成度）

１．有形固定資産減価償却率

説明

計算式

有形固定資産    土地以外 償却資産（建物 工作物  ） 取得価額等 対  減価償却累計額 割合 見     
耐用年数 対  資産 取得    程度経過      把握          

減価償却累計額÷償却資産の取得原価

寝屋川市 71.2％

分析

子育       館 新  処理施設 建設
事業    一旦減少        今年度 
上昇傾向となっています。
また、府内都市平均及び類似団体平均を上
回         他市   公共施設等 老
朽化が進んでいると考えられます。

府内都市平均

類似団体平均

67.1％

64.6％

他団体比較（令和４年度数値）経年比較（３ 年）

令和２年度 68.8％

令和３年度 69.8％

令和４年度 71.2％

公共施設   資産 現状          
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財務書類  見    寝屋川市 状況（資産形成度）

２．有形固定資産対保全関連費支出率

説明

計算式

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物など）の取得価額等に対する維持補修費や施設等整備費の割合
 見     公共施設等   程度維持補修 行    把握     出来   
耐用年数 50年 60年 更新 維持補修費 標準的          4倍 5倍かかるとし、本市では6％ 10％を目安と考
えています。

（維持補修費＋公共施設等整備費支出）÷償却資産の取得原価

寝屋川市 4.2％

分析

小中一貫校の整備事業などに係る支出が増
加  結果 昨年度  上昇      
また、府内都市平均及び類似団体平均を上
回       本市 目安   率 下回  
います。

府内都市平均

類似団体平均

3.3％

2.3％

他団体比較（令和４年度数値）経年比較（３ 年）

令和２年度 2.6％

令和３年度 3.0％

令和４年度 4.2％

公共施設   資産 現状          

有形固定資産減価償却率   本市 公共施設   資産 取得    程度 期間 経過  老朽化 進行             
   有形固定資産対保全関連費支出率    公共施設   資産 対  保全関連費 支出 目安 6％ 10％より少ないことから、公共施設な
  老朽化       踏   今後計画的 維持更新    投資   進    必要      

   （資産形成度）

16



（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 224,317,313,143 固定負債 59,499,506,398
有形固定資産 197,493,244,628 地方債 53,530,614,972
事業用資産 97,262,870,290 長期未払金 28,494,000
土地 59,847,604,754 退職手当引当金 5,903,898,657
立木竹 - 損失補償等引当金 2,154,769
建物 100,616,812,838 その他 34,344,000
建物減価償却累計額 △ 68,591,062,062 流動負債 6,303,813,540
工作物 1,280,721,293 １年内償還予定地方債 5,330,700,133
工作物減価償却累計額 △ 380,947,996 未払金 14,247,000
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 676,026,237
航空機 - 預り金 275,971,370
航空機減価償却累計額 - その他 6,868,800
その他 - 65,803,319,938
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 4,489,741,463 固定資産等形成分 238,551,123,283
インフラ資産 99,893,140,282 余剰分（不足分） △ 63,923,381,371

土地 82,105,139,976

建物 682,256,870

建物減価償却累計額 △ 480,397,185

工作物 68,658,967,202

工作物減価償却累計額 △ 52,487,163,127

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 1,414,336,546

物品 1,908,721,476

物品減価償却累計額 △ 1,571,487,420

無形固定資産 32,661,049

ソフトウェア 32,661,049

その他 -

投資その他の資産 26,791,407,466

投資及び出資金 7,238,125,963

有価証券 -

出資金 7,238,125,963

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 1,168,081,985

長期貸付金 702,466,968

基金 17,949,250,390

減債基金 2,188,208,000

その他 15,761,042,390

その他 -

徴収不能引当金 △ 266,517,840

流動資産 16,113,748,707

現金預金 1,549,761,808

未収金 418,098,036

短期貸付金 23,954,725

基金 14,209,855,415

財政調整基金 14,180,777,227

減債基金 29,078,188

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 87,921,277 174,627,741,912

240,431,061,850 240,431,061,850資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（令和　５年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：円）

金　　　額

経常費用 88,456,004,396
業務費用 30,649,996,855
人件費 11,220,811,575
職員給与費 8,980,414,554
賞与等引当金繰入額 676,026,237
退職手当引当金繰入額 305,092,840
その他 1,259,277,944
物件費等 17,774,614,411
物件費 12,860,144,527
維持補修費 352,035,651
減価償却費 3,695,050,100
その他 867,384,133
その他の業務費用 1,654,570,869
支払利息 193,002,128
徴収不能引当金繰入額 41,512,634
その他 1,420,056,107

移転費用 57,806,007,541
補助金等 11,632,360,783
社会保障給付 37,636,671,631
他会計への繰出金 6,911,597,068
その他 1,625,378,059

経常収益 4,268,748,040
使用料及び手数料 820,412,703
その他 3,448,335,337
純経常行政コスト 84,187,256,356
臨時損失 54,135,056
災害復旧事業費 -
資産除売却損 7,169,690
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 46,965,366
臨時利益 74,571,636
資産売却益 60,321,474
その他 14,250,162
純行政コスト 84,166,819,776

一般会計等行政コスト計算書
自　令和　４年　４月　１日
至　令和　５年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 165,309,016,638 230,650,325,810 △ 65,341,309,172
純行政コスト（△） △ 84,166,819,776 △ 84,166,819,776
財源 93,466,230,073 93,466,230,073
税収等 52,218,940,049 52,218,940,049
国県等補助金 41,247,290,024 41,247,290,024
本年度差額 9,299,410,297 9,299,410,297
固定資産の変動（内部変動） 7,881,482,496 △ 7,881,482,496
有形固定資産等の増加 7,074,650,285 △ 7,074,650,285
有形固定資産等の減少 △ 3,940,871,037 3,940,871,037
貸付金・基金等の増加 8,835,740,946 △ 8,835,740,946
貸付金・基金等の減少 △ 4,088,037,698 4,088,037,698
資産評価差額 - -
無償所管換等 19,314,977 19,314,977
内部取引 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 9,318,725,274 7,900,797,473 1,417,927,801
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 174,627,741,912 238,551,123,283 △ 63,923,381,371

一般会計等純資産変動計算書
自　令和　４年　４月　１日
至　令和　５年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 85,318,495,953
業務費用支出 27,512,488,412
人件費支出 11,821,082,234
物件費等支出 14,079,564,311
支払利息支出 193,002,128
その他の支出 1,418,839,739
移転費用支出 57,806,007,541
補助金等支出 11,632,360,783
社会保障給付支出 37,636,671,631
他会計への繰出支出 6,911,597,068
その他の支出 1,625,378,059

業務収入 94,509,060,295
税収等収入 52,105,823,351
国県等補助金収入 38,196,431,024
使用料及び手数料収入 816,090,063
その他の収入 3,390,715,857
臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 9,190,564,342
【投資活動収支】
投資活動支出 14,475,756,344
公共施設等整備費支出 6,885,568,723
基金積立金支出 6,941,693,421
投資及び出資金支出 604,239,400
貸付金支出 44,254,800
その他の支出 -
投資活動収入 6,007,910,363
国県等補助金収入 3,050,859,000
基金取崩収入 2,836,477,124
貸付金元金回収収入 56,831,277
資産売却収入 63,742,962
その他の収入 -

投資活動収支 △ 8,467,845,981
【財務活動収支】
財務活動支出 5,600,030,356
地方債償還支出 5,578,914,556
その他の支出 21,115,800
財務活動収入 4,868,273,861
地方債発行収入 4,852,372,000
その他の収入 15,901,861

財務活動収支 △ 731,756,495
本年度資金収支額 △ 9,038,134
一般財源等充当調整額 -
前年度末資金残高 1,282,828,572
本年度末資金残高 1,273,790,438

前年度末歳計外現金残高 333,401,026
本年度歳計外現金増減額 △ 57,429,656
本年度末歳計外現金残高 275,971,370
本年度末現金預金残高 1,549,761,808

一般会計等資金収支計算書
自　令和　４年　４月　１日
至　令和　５年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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